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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第39期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第38期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,497,8562,087,0669,322,187

経常利益又は経常損失（千円） 176,042△59,544 497,357

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（千円）
104,350△52,522 300,592

純資産額（千円） 4,048,0094,080,9274,253,731

総資産額（千円） 7,617,8307,065,2637,254,419

１株当たり純資産額（円） 846.67 853.47 889.99

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失金額（円）
22.02 △11.08 63.43

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 52.7 57.2 58.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
666,090 372,494 733,841

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△63,306 △3,657 △626,968

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△160,095△164,115△296,819

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 2,674,7072,248,1892,042,064

従業員数（人） 685 682 662

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 682 　

　（注）従業員数は就業人員（当社グループから外部への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者は含む

ほか、常用パートを含む。）であります。なお、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を

含み、常用パートは除く。）は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 626 　

　（注）従業員数は就業人員（当社から外部への出向者は除き、社外から当社への出向者は含むほか、常用パートを含

む。）であります。なお、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含み、常用パートは除

く。）は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

ソフトウェア事業（千円） 1,032,285 95.1

パッケージ事業（千円） 266,621 148.0

システム販売事業（千円） 410,923 61.2

合計（千円） 1,709,831 88.3

　（注）１．金額は売上原価によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高
前年同四半期比
（％）

受注残高
前年同四半期比
（％）

ソフトウェア事業（千円） 1,578,725 84.6 1,414,368 140.8

パッケージ事業（千円） 361,639 63.8 597,884 94.5

システム販売事業（千円） 496,748 49.8 496,693 91.5

合計（千円） 2,437,113 71.1 2,508,946 115.1

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

ソフトウェア事業（千円） 1,179,195 84.8

パッケージ事業（千円） 424,380 135.2

システム販売事業（千円） 483,490 60.9

合計（千円） 2,087,066 83.6

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

エヌ・ティ・ティ・コムウェ

ア西日本㈱
86,115 3.4 217,805 10.4

㈱ダスキン 80,061 3.2 184,465 8.8

ドコモ・システムズ㈱ 143,634 5.8 125,790 6.0

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（１）経営成績

　　　当第１四半期における、当社及び連結子会社からなる企業集団（以下、当社グループといいます）の業績は、売上高

20億87百万円（前年同期比16.4％減）、営業損失91百万円（前年同期は営業利益1億69百万円）、経常損失59百万円

（前年同期は経常利益1億76百万円）、四半期純損失52百万円（前年同期は四半期純利益1億4百万円）となりまし

た。この値は、第１四半期業績として過去最高となった前年との比較では各指標が減少しているものの、概ね当初計

画に沿った推移と判断しております。なお、セグメント別の内訳は以下のとおりとなっております。

　まず、ソフトウェア事業（受注ソフトウェアの個別受託開発）につきましては、サービス・流通業及び通信業向け

案件は増加いたしましたが、金融業向け案件が減少し、売上高11億79百万円（前年同期比15.2％減）、営業損失93百

万円（前年同期は営業利益88百万円）の減収減益となりました。

　次に、パッケージ事業（学校業務改革パッケージの開発・販売及び関連サービス）につきましては、売上高4億24

百万円（前年同期比35.2％増）、営業利益68百万円（同63.1％増）と、ＥＵＣ（End User Computing：パッケージ

の周辺システムの受託開発）及び保守等の各サービスが非常に順調に推移したため、大幅な業績拡大となりまし

た。

　最後に、システム販売事業（ＩＴ機器の販売及び情報通信インフラの構築）につきましては、主力の大学向け機器

販売及び公共系ＳＩ（システム・インテグレーション）案件が共に減少し、売上高4億83百万円（同39.1％減）、営

業損失19百万円（前年同期は営業利益36百万円）の減収減益となりました。

（当社グループの四半期業績の特性）

　当社グループの事業であるソフトウェアの受託開発及びパッケージ並びにシステム機器販売の特性としまして、

顧客の検収時期が多くの企業の会計期末にあたる３月に大きく集中し、次いで第２四半期末に当たる９月に集中す

る傾向があります。したがって、例年当社グループの第１、第３四半期の収益は、第２、第４四半期と比較して相当に

少額となる特色があります。

（２）財政状態

　当第１四半期末における資産、負債及び資本の状況につきましては、次のとおりであります。

（資産）

　流動資産の残高は55億30百万円（前連結会計年度末比1億62百万円の減）となりました。これは主として、前年度

末の売上案件の入金に伴う売掛金の減少並びに期中の現預金残高増加等の増減の結果であります。また、固定資産

の残高は15億34百万円（同27百万円の減）となりました。これは主として、のれんの償却及び保険積立金の減少に

よるものであります。

（負債）

　流動負債の残高は17億54百万円（同33百万円の減）となりました。これは主として、仕入に係る買掛金の減少並び

に受託開発案件の前受金増加等の増減の結果であります。また、固定負債の残高は12億30百万円（同17百万円の

増）となりました。これは主として、長期借入金の返済並びに資産除去債務の計上による増減の結果であります。

（純資産）

　純資産の合計残高は40億80百万円（同1億72百万円の減）となりました。これは主として利益配当金の支払による

ものであります。
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　（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の状況は、期首の資金残高20億42百万

円より2億6百万円増加し、22億48百万円となりました。

　なお、各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動によるキャッシュ・フローは、3億72百万円の収入（前第１四半期連結会計期間は6億66百万円の収入）

となりました。この差額は主として、仕入債務及び税金等調整前四半期純利益の減少等の収入減項目と売上債権及

びたな卸資産の減少等の収入増項目の差引きの結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動によるキャッシュ・フローは、3百万円の支出（同63百万円の支出）となりました。この差額は主とし

て、定期預金への預入れ増による資金減少と、保険積立金の取崩に伴う収入の差引きの結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動によるキャッシュ・フローは、1億64百万円の支出（同1億60百万円の支出）となりました。この差額は

主として、短期借入金の返済によるものであります。

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　（５）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費は82百万円であります。なお、同期間において、研究開発活動の

状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除去等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月６日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 5,103,230 5,103,230
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単元

株式数は100株

であります。

計 5,103,230 5,103,230 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 5,103,230 － 917,687 － 879,325
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（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前

の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    364,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,738,700 47,387 同上

単元未満株式 普通株式        530 － 同上

発行済株式総数 5,103,230 － －

総株主の議決権 － 47,387 －

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式77株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本システム技術

株式会社

大阪市北区中之島

二丁目２番７号
364,000 － 364,000 7.13

計 － 364,000 － 364,000 7.13

　（注）上記のほか、当社所有の単元未満自己株式77株があります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 649 644 655

最低（円） 611 580 610

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,586,314 3,357,053

受取手形及び売掛金 1,298,872 1,621,567

商品及び製品 76,964 209,618

仕掛品 240,534 204,234

原材料及び貯蔵品 2,932 2,403

繰延税金資産 253,264 190,377

その他 74,580 111,364

貸倒引当金 △3,018 △4,149

流動資産合計 5,530,445 5,692,471

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 377,613 334,714

減価償却累計額 △249,893 △230,974

建物及び構築物（純額） 127,719 103,740

土地 142,361 142,361

その他 160,912 155,330

減価償却累計額 △131,070 △127,158

その他（純額） 29,841 28,171

有形固定資産合計 299,923 274,273

無形固定資産

のれん 82,166 98,599

ソフトウエア 28,013 25,911

その他 6,818 6,818

無形固定資産合計 116,997 131,328

投資その他の資産

投資有価証券 360,875 366,589

長期貸付金 2,694 2,954

繰延税金資産 324,544 330,512

差入保証金 243,211 243,562

その他 ※1
 243,921

※1
 270,077

貸倒引当金 △57,350 △57,350

投資その他の資産合計 1,117,897 1,156,345

固定資産合計 1,534,818 1,561,948

資産合計 7,065,263 7,254,419
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 356,970 661,372

短期借入金 14,443 14,867

1年内返済予定の長期借入金 180,000 180,000

未払法人税等 76,321 93,708

賞与引当金 199,932 370,591

役員賞与引当金 5,013 22,884

その他 921,528 444,386

流動負債合計 1,754,208 1,787,809

固定負債

長期借入金 45,000 90,000

退職給付引当金 800,752 790,324

役員退職慰労引当金 333,645 328,331

繰延税金負債 318 1,352

その他 50,411 2,870

固定負債合計 1,230,127 1,212,879

負債合計 2,984,336 3,000,688

純資産の部

株主資本

資本金 917,687 917,687

資本剰余金 879,325 879,325

利益剰余金 2,529,025 2,700,026

自己株式 △266,460 △266,460

株主資本合計 4,059,577 4,230,578

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,179 △2,601

為替換算調整勘定 △8,680 △10,200

評価・換算差額等合計 △14,860 △12,801

少数株主持分 36,210 35,953

純資産合計 4,080,927 4,253,731

負債純資産合計 7,065,263 7,254,419
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,497,856 2,087,066

売上原価 1,936,520 1,709,831

売上総利益 561,336 377,235

販売費及び一般管理費 ※1
 391,845

※1
 468,640

営業利益又は営業損失（△） 169,490 △91,404

営業外収益

受取利息 1,827 1,716

受取配当金 2,130 2,142

受取賃貸料 5,172 5,375

助成金収入 － 2,430

保険解約返戻金 － 19,217

その他 2,691 4,633

営業外収益合計 11,822 35,515

営業外費用

支払利息 1,789 1,121

賃貸費用 2,980 2,366

その他 500 166

営業外費用合計 5,270 3,655

経常利益又は経常損失（△） 176,042 △59,544

特別利益

賞与引当金戻入額 － 38,837

貸倒引当金戻入額 1,349 1,940

特別利益合計 1,349 40,777

特別損失

投資有価証券評価損 － 140

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20,155

特別損失合計 － 20,295

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

177,391 △39,062

法人税等 ※2
 72,023

※2
 14,808

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △53,870

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,017 △1,348

四半期純利益又は四半期純損失（△） 104,350 △52,522
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

177,391 △39,062

減価償却費 8,129 7,758

ソフトウエア償却費 2,228 2,362

のれん償却額 16,433 16,433

賞与引当金の増減額（△は減少） △262,873 △170,658

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,303 10,427

受取利息及び受取配当金 △3,957 △3,858

支払利息 1,789 1,121

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20,155

売上債権の増減額（△は増加） 1,051,785 321,889

前受金の増減額（△は減少） 246,584 145,462

たな卸資産の増減額（△は増加） △21,304 95,852

仕入債務の増減額（△は減少） △713,284 △304,444

その他 477,561 353,371

小計 993,787 456,810

利息及び配当金の受取額 4,040 4,130

利息の支払額 △2,564 △1,665

法人税等の支払額 △329,173 △86,780

営業活動によるキャッシュ・フロー 666,090 372,494

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △100,354 △21,577

有形固定資産の取得による支出 △4,532 △5,245

保険積立金の取崩による収入 49,174 28,603

その他 △7,593 △5,439

投資活動によるキャッシュ・フロー △63,306 △3,657

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,383 △637

長期借入金の返済による支出 △45,000 △45,000

配当金の支払額 △118,478 △118,478

財務活動によるキャッシュ・フロー △160,095 △164,115

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,542 1,404

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 445,230 206,124

現金及び現金同等物の期首残高 2,229,476 2,042,064

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,674,707

※1
 2,248,189
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ921千円増加し、税金等

調整前四半期純損失は21,076千円増加しております。また、当会計基準等

の適用開始による資産除去債務の変動額は47,436千円であります。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約返戻金」

は、営業外収益の総額の100分の20を超えたため区分掲記いたしました。なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収

益の「その他」に含まれる「保険解約返戻金」は417千円であります。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　投資その他の資産(その他:賃貸用不動産)の減価償却

累計額は、174,707千円であります。

※１　投資その他の資産(その他:賃貸用不動産)の減価償却

累計額は、173,658千円であります。

　２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。これら契約に基づく当第１四半期連結会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 500,000千円

借入実行残高        －千円

差引額 500,000千円

貸出コミットメントの総額        500,000千円

借入実行残高        －千円

差引額     500,000千円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賃金給料及び諸手当    162,240千円

賞与引当金繰入額 29,644千円

役員賞与引当金繰入額 5,874千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,953千円

退職給付費用 10,255千円

研究開発費 2,057千円

賃金給料及び諸手当    171,864千円

賞与引当金繰入額 38,205千円

役員賞与引当金繰入額 5,013千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,313千円

退職給付費用 11,931千円

研究開発費 82,556千円

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 3,347,915千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△673,208千円

現金及び現金同等物 2,674,707千円

現金及び預金勘定 3,586,314千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△1,338,125千円

現金及び現金同等物 2,248,189千円

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　5,103,230株

２．自己株式の種類及び総数

　普通株式　　364,077株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月12日

取締役会
普通株式 118,478 25平成22年３月31日平成22年６月２日利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
ソフトウェ
ア事業
（千円）

パッケージ
事業
（千円）

システム販売
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

１．外部顧客に対する売上高 1,390,143313,825793,8872,497,856 － 2,497,856

２．セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 4,884 4,884△4,884 －

計 1,390,143313,825798,7722,502,741△4,8842,497,856

営業利益 88,74241,827 36,342166,9122,578169,490

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品は次のとおりであります。

事業区分 主要製品

ソフトウェア事業 ①ビジネスアプリケーション分野

生産管理、販売管理、会計、統合ＯＡ、金融、証券、物流等のシステム開発

②エンジニアリングアプリケーション分野

携帯電話等組込みソフトウェア、移動体通信、自動車設計、構造解析、自動倉庫等の

システム開発

③イベントアプリケーション分野

スポーツ競技記録計測、プロ野球公式記録集計(ＢＩＳ)、スタジアム内映像表示装

置制御等のシステム開発 

④アウトソーシングサービス

コンピュータルームの運営、基幹システムの一括運営管理及びシステム保守等の

サービス

パッケージ事業 　大規模大学版ＥＲＰ「ＧＡＫＵＥＮ　ＲＥＶＯＬＵＴＩＯＮ　ＥＸ」シリーズ、学校

事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ　ＥＸ」シリーズ、大学向け統合型Ｗｅｂサー

ビスシステム「ＧＡＫＵＥＮ　ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ　ＰＡＳＳＰＯＲＴ　ＥＸ」の開

発、販売等

システム販売事業 　コンピュータ、ネットワーク機器、ソフトウェア・パッケージ等の販売及び保守、大

学向けシステムソリューションの提供、情報通信ネットワークの構築等

３．会計処理の方法の変更

前第１四半期連結累計期間

（受注製作ソフトウェアに係る収益及び原価の計上基準の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期

連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、売上高がソフトウェア事業で19,192千円、パッケー

ジ事業で32,632千円、それぞれ増加しております。また、営業利益はソフトウェア事業で1,481千円、パッケー

ジ事業で14,279千円、それぞれ増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社グループは、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

している「ソフトウェア事業」、「パッケージ事業」及び「システム販売事業」の３つを報告セグメントと

しております。

　「ソフトウェア事業」は、受注ソフトウェアの個別受託開発をしております。「パッケージ事業」は、学校

業務改革パッケージの開発・販売及び関連サービスを提供しております。「システム販売事業」は、ＩＴ機

器の販売及び情報通信インフラの構築をしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

（単位：千円）　

　
ソフトウェア
事業

パッケージ
事業

システム販売
事業

合計
調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

売上高     　 　

１．外部顧客に対する売上高 1,179,195424,380483,4902,087,066 － 2,087,066

２．セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － 4,899 4,899 △4,899 －

計 1,179,195424,380488,3902,091,966△4,8992,087,066

セグメント利益又は損失（△） △93,772 68,240△19,785△45,317△46,087△91,404

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△46,087千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△46,087千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究

開発費であります。

 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

（追加情報）　

　当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しています。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額  853円47銭 １株当たり純資産額 889円99銭

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額    22円02銭 １株当たり四半期純損失金額    △11円08銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

　２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（千円） 104,350 △52,522

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（千円）
104,350 △52,522

普通株式期中平均株式数（株） 4,739,153 4,739,153

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

平成22年５月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(1）配当金の総額…………………………………　118,478千円　

(2）１株当たりの金額……………………………25円00銭　

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成22年６月２日　

（注）平成22年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月４日

日本システム技術株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中西　清　　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤川　賢　　　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本システム技術株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本システム技術株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月２日

日本システム技術株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中西　清　　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤川　賢　　　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本システム技術株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本システム技術株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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